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雇用保険部会報告（案） 
 

男性の育児休業取得促進等に係る育児休業給付制度等の見直しについて 
 

１ 育児休業給付制度等の見直しの必要性 

 ○ 育児休業給付は、景気状況にかかわらず一貫して増加していること等を踏ま

え、令和２年３月の雇用保険法改正により、「子を養育するために休業した労働

者の生活と雇用の安定を図る」ことをその目的とした上で、失業等給付から区

分して経理することとされた。 

 ○ また、育児休業給付は、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休業法」と

いう。）において労働者の権利として位置づけられ、当該休業の取得について社

会的コンセンサスが確立している育児休業を対象として、当該休業を取得する

労働者のうち、雇用保険制度上の要件を満たした被保険者に対して支給するこ

ととしている。 

 ○ 今般、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において、男性の育児休業取得

促進等の観点から、育児休業制度等について法的整備を求める報告が取りまと

められた。この報告では、育児休業制度等について、①特に男性の育児休業の

取得を促進するため、子の出生直後の時期に現行の育児休業よりも柔軟で取得

しやすい新たな仕組みを設けること、②育児休業の分割取得等を可能とするこ

と、③有期雇用労働者の育児・介護休業に関する「引き続き雇用された期間が

１年以上」の要件について、無期雇用労働者と同様の取扱いとすることが適当

とされているが、これらの内容は、労働者の雇用の継続等を図り、もって職業

生活と家庭生活の両立に寄与するという育児休業制度等の趣旨目的を変更する

こととなるものではない。この「職業生活と家庭生活の両立に寄与する」とい

う育児休業制度の趣旨は、「労働者の生活と雇用の安定を図る」とした令和２年

３月改正（同年４月施行）後の育児休業給付の目的にも引き続き合致するもの

である。 

 ○ したがって、このような改正に伴い、新たに育児休業等の対象となる場合に

ついても、育児休業給付等の対象とすることが適当であると考えられる。 

 ○ 一方、雇用保険制度は、新型コロナウイルス感染症の影響に対応するための

雇用調整助成金の特例等や受給者実人員の増加等により、令和３年度当初予算

案における同年度末の見込みとして雇用安定資金残高が864億円、積立金残高

が1,722億円となる。また、積立金から雇用保険二事業への貸出額の累計が1.7

兆円にのぼるなど、雇用のセーフティネットとしての役割を確保していく上で、

極めて厳しい財政状況に至っている。 

育児休業給付についても、初回受給者数は平成21年度の約18万人から令和

元年度の約38万人へと10年で倍増、特に男性の初回受給者数は近年２年で２
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倍の伸びを示しており、給付総額も令和元年度は約5,700億円、年８％程度の

伸びとなっている。さらに、育児休業の延長を行う受給者が多いといった事情

もあり、令和２年度は前年同月比20％超の伸びが続くなど、例年よりも高い伸

び率を示している。 

今後の育児休業給付の財政運営に当たり、こうした伸びの影響も見込んだ上

で一定の前提の下で収支の見込みを試算したところ、今般の報告に係る制度改

正を行っても、現在の保険料率で、今後５年度程度（令和６年度まで）は安定

的に運営可能であることを当部会において確認したが、制度改正の影響も含め、

受給者の動向等に留意しつつ、引き続き、一定期間の財政状況を見通した上で

適切な運営を図るべきである。 

○ また、育児休業給付制度については、少子化社会対策大綱（令和２年５月29

日）において、「男性の育児休業の取得促進等についての総合的な取組の実施

状況も踏まえつつ、中長期的な観点から、その充実を含め、他の子育て支援制

度の在り方も併せた制度の在り方を総合的に検討する。」とされたところであ

る。 

育児休業給付の在り方については、今般の男性の育児休業促進策等に係る制

度改正の効果等も見極めた上で、雇用保険制度本来の役割との関係や、他の関

連諸施策の動向等も勘案しつつ検討していく必要があるものである。 

○ 以上を踏まえ、育児休業給付制度の在り方については、「令和４年度以降でき

る限り速やかに、安定した財源を確保した上で雇用保険法附則第 13 条に規定

する国庫負担に関する暫定措置を廃止するべきである」とした雇用保険部会報

告（令和元年12月25日）も踏まえつつ、引き続き、現在の保険料率で安定的

な運営が可能と確認できている令和６年度までを目途に検討を進めていくべ

きである。 

また、労働者代表委員及び使用者代表委員から次のような意見があった。 

・ 我が国の育児休業給付の給付率は、非課税であること等も考慮すると、既

に諸外国と比べても相当程度高い水準にあり、また、給付率の引上げは雇

用保険料負担の増加に直結するため慎重に検討するべきである。 

・ 育児休業の取得促進は少子化対策の一環として行われるものであり、育児

休業期間中の経済的支援は、国の責任により一般会計で実施されるべきで

ある。 

 

２ 育児休業給付制度等の見直しの方向 

  育児休業給付制度等については、育児・介護休業法の改正に対応して、以下

（１）から（３）までのような見直しを行うことが必要である。 
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また、育児休業給付の支給の前提となる、休業前２年間に12か月以上の被保

険者期間要件について、対象者の出産日によって不合理な取扱いが生ずることの

ないよう、以下（４）のような見直しを行うことが必要である。 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組みに対応する育児休業給付 

  育児・介護休業法の改正による、子の出生直後の時期の現行制度より柔軟で

取得しやすい新たな仕組み（以下「新制度」という。）の創設に対応して、育児

休業給付についても、その一類型として、従来の制度的枠組みに基づく給付（育

児休業給付金）とは別に、子の出生後８週間以内に４週間までの期間を定めて

取得する休業に対して支給する新たな給付金（以下「新給付金」という。）を創

設する。その際、新給付金については、 

・２回まで分割して新制度に基づく育児休業を取得した場合にも、新給付金

を受給できる、 

・新制度において、一時的・臨時的な就労に加えて休業前に調整した上で就

労することが可能となることを踏まえ、休業中の就労の取扱いを、最大で

10 日（これを超える場合は 80 時間）の範囲内とし、賃金と給付の合計額

が休業前賃金の80％を超える場合には、当該超える部分について給付を減

額する仕組みとする、 

・給付率やその他の制度設計については、現行の育児休業給付金と同等とし、

また、67％の給付率が適用される期間（６か月間）の取扱いについては、

新給付金と育児休業給付金の期間を通算する 

こととする。なお、支給手続は、煩雑にならないよう、子の出生後８週経過以

後に１度の手続により行うこととする。 

 

（２）育児休業の分割取得等 

  育児・介護休業法の改正により育児休業を分割して２回取得することができ

るようになることに対応して、育児休業給付についても、同一の子に係る２回

の育児休業まで支給することとする。また、事務負担を軽減する観点から、（１）

の新制度に基づく育児休業も含め、複数回育児休業を取得した場合、被保険者

期間要件の判定や、休業前賃金の算定については、初回の育児休業の際に行う

こととする。 

  また、育児・介護休業法の改正により１歳以降の延長の場合の育児休業の開

始日を柔軟化し、１歳～１歳半、１歳半～２歳の各期間の途中でも夫婦交代で

きるようになることや、第２子以降の子の産休により育児休業が終了し、死産

となった場合等の特別な事情があるときの再取得が可能となることに対応して、

育児休業給付についても、こうした場合には、例外的に３回目以降の育児休業

でも支給することとする。 
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（３）有期雇用労働者の育児・介護休業促進 

  育児・介護休業法の改正により有期雇用労働者の育児休業・介護休業に係る

「引き続き雇用された期間が１年以上」の要件について、無期雇用労働者と同

様の取扱いとなるところ、育児休業給付・介護休業給付についても、同様の対

応とする。 

 

（４）みなし被保険者期間の算定方法の見直し 

  現行制度は、育児休業開始日を離職した日とみなして支給の前提となる被保

険者期間を算定しているが、育児休業給付は、育児休業による所得の喪失を保

険事故としていることから、この原則は維持した上で、出産日のタイミングに

よって、この方法によっては被保険者期間要件を満たさないケースに限り、例

外的に産前休業開始日等を起算点とする。 


